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平成２９年 ６月１２日 

 

 

国土交通大臣 殿 

 

                      住    所  北海道北広島市中央４丁目２番地１ 

氏名又は名称  北広島市長 上野 正三  印 

 

 

平成２９年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通調査事業（計画策定事業））交付申請書 

 

 

平成２９年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域公共交通調査事業（計画策定事業））  

金 ３，４７０，０００円を交付されるよう、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和

30 年法律第 179 号）第５条の規定に基づき、別紙関係書類を添えて申請します。 

 

 

抜粋 参考資料 ２ 
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平成２９年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通調査事業（計画策定事業））交付申請事業 

 

補助対象事業者名 北広島市           （単位：円）  

補助対象事業の 

名称及び内容 

補助対象事業の着手 

及び完了予定日 
補助対象経費 補助金額 

北広島市地域公共

交通網形成計画策

定事業 

・路線バスに関す

る現況調査 

・市民のニーズ把

握 

・北広島市地域公

共交通網形成計画

（案）のとりまと

め 

・協議会開催 

着手予定日： 

交付決定日以降 

 

完了予定日： 

平成 30 年 3 月 30 日 

11,224,782 3,470,000 
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地域公共交通調査事業（計画策定事業）の実施に関する計画 

１．当該地域の公共交通の概況・問題点 

 本市は、北海道石狩平野南部に位置し、人口 59,105 人（平成 29 年 2 月末現在）、総面積 119.05

㎢である。地形は、南西部にある島松山（標高 492.9m）付近を除いては、標高約 100m 前後の丘

陵が各所にあって起伏に富んでおり、当市の中央に位置する国有林を囲むように東部、北広島団

地、西の里、大曲、西部の 5 つの地区があり、その外側に農地や森林が広がっている。 

市内の交通状況は、市西部に北広島インターチェンジ及び輪厚スマートインターチェンジを有

する高速自動車道が縦断していること、国道 36 号及び 274 号が東西に縦断していることなどか

ら、県庁所在地である札幌市や新千歳空港を有する千歳市まで車で約 30分の圏域となっており、

交通の要衝となっている。 

 当市は、5 つの地区に市街地が分散しており、その中でも昭和 45 年に北海道営の住宅団地と

して造成された北広島団地地区においては、昭和 50 年代半ばに人口約 20,000 人まで成長した地

区であるが、その後、段階的な世代入れ替わりが進まなかったことから、少子高齢化及び人口減

少が顕著となっている。同地区の老年人口割合は、43.3％（平成 29 年 2 月末現在）に達してお

り、道平均 28.9％（平成 28 年 1 月 1 日現在）、市平均 29.8％（平成 29年 2 月末現在）と比較し

ても高齢化が進行している地域といえる。 

 

 市の公共交通機関は、北海道中央バス及びジェイ・アール北海道バスが 18 路線で運行してい

るが、5つの地区を直接結ぶ路線はない。また、交通空白地域も存在している状況である。利用

の状況については、近年の少子高齢化や人口減少、自家用車の普及等により、利用者の減少が続

いており、とりわけ、北海道中央バスが運行している北広島団地線（市内完結路線、9系統）に

至っては、上記理由に加え、地区の年齢構成の変化により、利用者の減少が顕著であり、路線維

持確保のために、平成 24年度から補助金（平成 28年度 400 万円）を交付しているところである。 

 あわせて、路線バスの維持確保のため、新規利用者の掘り起しを目的とした、運転免許返納者

や高齢者を対象としたバス利用促進助成事業を平成 28年度から実施している。 

 

 上記のとおり、北広島団地地区内を運行している北広島団地線を補助金交付により維持してい

ること、また、他の地区においても今後加速度的に進行が見込まれる高齢化に対応できるよう、

全市域における総合的かつ持続可能な公共交通体系の構築が喫緊の課題となっている。 

２．目指す交通計画と策定調査の必要性 

 既存のバス路線は、人口が増加している時代に構築されたものであり、現在の少子高齢化や人

口減少に直面している状況、人口の年齢構成が大きく変化している今の時代において、持続可能

な公共交通体系を構築することを目的として、地域公共交通活性化協議会を組織し、北広島市公

共交通網形成計画を策定する。 

 現在、市が把握する住民ニーズや公共交通機関の利用状況等については、平成 22 年度に策定

した「北広島市地域公共交通総合連携計画」の際に実施した調査が主であることから、現状の住

民ニーズや利用状況を把握することが、公共交通体系の構築には必要である。 
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３．事業の実施内容 

実施項目 実施内容 

１．路線バスに関する現況調

査 

既存路線バスの全ての便に調査員が乗車し、バス停ごとの利用

者数のカウントや調査票により利用者情報や目的を把握する。 

２．市民のニーズ把握 地域住民を対象としたアンケート調査により、住民の移動先、

交通手段や頻度などを網羅的に把握し、地域全体の移動需要を整

理する。また、公共交通を利用しない者については、その理由を

整理し、計画に反映させる。 

・調査手法：郵送による 

・調査対象：6,000 名程度 

３．北広島市地域公共交通網

形成計画（案）のとりまとめ 

 路線バスの現況調査や市民ニーズ調査などの結果を踏まえ、持

続可能な公共交通体系の構築に向けた問題点や課題を整理し、総

合計画や立地適正化計画（平成 29年度策定予定）を実現するにあ

たり望ましい公共交通網のあり方についての基本方針をまとめ

る。 

４．協議会開催  計画策定に向けた調査内容、調査結果を受けて今後の交通体系

について議論するための協議会及び専門部会を開催する。 

 

４．スケジュール 

    

実施項目 4 月       9 月       12 月       3 月 

１．路線バスに関する現況調

査 

 

 

２．市民のニーズ把握 
 

３．北広島市地域公共交通網

形成計画（案）のとりまとめ 

 

４．協議会開催 

協議会 
 

専門部会 
 

 

 

 

 


